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日野平山台住宅自治会規約 

 
1982年（昭和57年）４月25日改定版 

日野平山台住宅自治会 
 

第１章 総則 

（名称） 

第1条 この会は日野平山台住宅自治会（以下「自治会」という。）という。 
 

（目的） 

第2条 自治会は会員相互の親睦を深め、住みよい環境をつくり、共同利益を維持すること
を目的とする。 

 

（事務所） 

第3条 自治会の事務所は日野平山台住宅内におく。 
 

（会員） 

第4条 自治会は日野平山台住宅に居住するもの全員をもって構成する。 
 

第２章 自治会の業務 

（自治会の業務） 

第5条 自治会は第２条に掲げる目的を達成するため、次に掲げる業務を行なうものとす
る。 

(1) 会員の親睦に関すること。 
(2) 共用施設利用に関すること。 
(3) 前各号のほか、総会において決議された業務に関すること。 

 

（自治会費） 

第6条 会員は自治会を運営し、維持するために会費として毎月300円を自治会に納入す
る。 

２． 会費は入居者数にかかわりなく各⼾平等に納入するものとする。 
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３． 会員の資格を失った場合、すでに納人した会費の払戻しは行なわないものとす
る。 

 

第３章 自治会の運営 

（総会） 

第7条 総会は自治会の運営を決定する機関であり、通常総会は毎年１回、臨時総会は必要
ある場合に随時招集するものとする。 

２． 総会は議決権をもつ会員の２／３以上の出席をもって成立するものとする。 
 

（招集） 

第8条 総会の招集は自治会⻑が行なう。ただし、議決権を有する会員の１／３以上のもの
が会議の目的を明らかにし、書⾯をもって自治会⻑あてに会議招集を請求した場合
には１ヶ月以内に総会を招集しなければならない。 

２． 総会を招集するには、少なくとも会期５日前に会議の目的たる事項を明らかに
し、会員に通知しなければならない。ただし、自治会⻑が緊急を要すると認めた場
合はこの期間を短縮することができる。 

 

（総会の議決権） 

第9条 会員は住宅１⼾につき１票の議決権を有する。 
 

（議⻑） 

第10条 総会の議⻑は総会において選出する。 
 

（議決事項） 

第11条 次の各号に掲げる事項は、総会の議決を得なければならない。 
(1) 自治会規約の変更または廃止 
(2) 役員の選任または解任 
(3) 自治会費の決定または変更 
(4) 自治会の運営及び業務執行にかかわる基本的な方針の決定または変更 
(5) その他共同利益にかかわる基本的事項 
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（議決の方法） 

第12条 総会の議事は議決権（構成人員）の過半数をもって決めるものとする。ただし前条
１、３号について議決権の２／３以上をもって決めるものとする。 

 

（役員） 

第13条 自治会には次の役員をおくものとする。 
会  ⻑ １ 名 
副 会 ⻑ １ 名 
会  計 １ 名 
幹  事 若干名 
会計監査 ２ 名 

  

（役員の選出） 

第14条 役員は会員の中から総会の議決によって選出する。 
 

（任期） 

第15条 役員の任期は１ヶ年とする。ただし再任は妨げない。 
２． 欠員によって補充された役員は前任者の残任期間とする。 
３． 役員は任期満了後も後任者が就任するまでは、その職務を行うものとする。 

 

（役員の職務） 

第16条 役員は次の職務を行なう。 
(1) 会⻑は自治会を代表し総会及び幹事会の議決にもとづいて業務を執行総括す

る。 
(2) 副会⻑は会⻑を補佐し、会⻑の事故あるときはその職務を代行する。 
(3) 会計は自治会の会計全般を担当する。 
(4) 幹事は会⻑の命により業務の執行を分掌する。 
(5) 会計監査は会計全般を監査する。 

 

（幹事会） 

第17条 幹事会は総会の決議及び自治会規約にもとづき自治会の業務執行を協議決定する。 
２． 幹事会は必要に応じ会⻑が招集する。 
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３． 幹事会の構成は、役員（会計監査を除く）の過半数出席をもって成立としその議
事は出席者の過半数によって決める。 

 

第４章 会計 

（経費） 

第18条 自治会運営に要する経費は、会費及びその他の収入をもって充当する。 
 

（会計年度） 

第19条 自治会の会計年度は毎年４月１日から翌年の３月31日までとする。 
 

（会計報告） 

第20条 自治会の収支決算は年度終了後２ヶ月以内に会計監査を経て、会員に報告しなけれ
ばならない。 

２． 会計帳簿は、会員の請求があったとき、これを閲覧させなければならない。 
 

第５章 雑則 

（細則の決定） 

第21条 幹事会はこの規約に定めのない事項について総会の議決を経て自治会業務執行に必
要な細則を定め、また変更することができる。 

 

（附則） 

第22条 この規約は1982年（昭和57年）４月25日から適用する。 
２． 1976年（昭和51年）５月９日発行の「日野平山台住宅自治会規約」はこれを廃止

する。 
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改定記事 

日付 改定内容 決議 

1974年10月12日 
（昭和49年） 

・初版 決定適用 

1976年５月９日 
（昭和51年） 

・自治会費を月額100円から200円に改定 通常総会 

1982年４月25日 
（昭和57年） 

・自治会費を月額200円から300円に改定 通常総会 

2000年４月16日 
（平成12年） 

・規約原本のデータファイル化 
・1982年４月25日改定内容の成文化 

通常総会 

2016年３月17日 
（平成28年） 

・少くとも → 少なくとも（第8条2項） 
・たたし再任 → ただし再任（第15条1項） 
・後任者の就任する → 後任者が就任する（第15条3項） 

非承認版 

2025年5月2日 ・書体変更 ＭＳ明朝 → 游ゴシック 
・文字サイズ変更 10.5ポ → 12ポ 

非承認版 

 


